





















































































































































































































































































































30 専修ロージャーナル　第４号 2009. 1
５．近時の学説から
金子宏著，租税法第13版では，「特別措置の適用を選択して確定申告をしたのち
に，通常の規定に従った方が税額が少なくてすんだということに気付いたという場
合には，更正の請求の理由には当たらないと解すべきであろう。ただし，特別措置
の選択につき錯誤があった場合には，更正の請求が認められると解すべきであろ
う。」としている。この記述からすれば，本件は法人税法68条と同40条の選択に錯
誤があり，その結果，法人税法68条３項の手続を取らなかったことを更正の請求で
是正すべき場合と解することの可能性も否定できないと考えている。
６．現在，控訴審判決を不服として，上告及び上告受理申立を行っている。
なお，本件の東京地方裁判所の判決を素材として，税法学559号233頁以下に計算
違いのプロセス等を詳細に分析した増田英敏専修大学法学部教授の判例研究が掲載
されている。
以　上
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